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２１世紀の今日，混沌さを増しているように見える社会変化は一体何であろう
か。そのキーワードはマルチン・ブーバー（1878-1965）箸『我と汝・対話」
にみられる「我と汝，我とそれ」との関係性の多様な広がりであり，その深い
関係であるネットワークであろう。ネットワークには場がある，その集まりの
場にはコンテキスト（文脈）がある。関係は自発的で，関係が深くなると融合
体となり，切っても切れない状態となる。1990年代に瞬く間に普及したイン
ターネットはネットワークの基盤にすぎない。しかしながら，ネットワーク社
会にあっては情報基盤なくしては機能しないのである。また，組織とその営み，
営みとその会計，会計とそのコンピュータシステムの融合関係が混沌さの解消
となるであろう。
ＪリプナックとＪ、スタンプスは『ネットワークの時代ｊにて，図表ｌのよ
うに第４時代としての情報社会を展望している。情報社会は決して過去と断
絶するものではない。ＣＬバーナードの協働システムは第１時代の狩猟採取
の時代の小集団がルーツである。組織人格の特質である階層性は第２時代の農
業社会で出現した。第３時代の工業社会では動力と機械の発明が驚くほどの生
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産性を高めた。高まり過ぎた生産力は過剰生産をし製品が暴落し，大不況を
惹起した。合理的産業社会は規則重視の官僚制組織を求めた。会計基準も官僚
制からの要請である。ＩFRS（InternationalFinancialReportStandards：国際
財務報告基準）による「財務報告に関する概念フレームワーク」の第３章には
｢有用な財務情報の質的特性」（paraA27-31）が記載されている。内容的には，
アメリカＦＡＳＢ（財務会計基準審議会）のＳＦAＣ（財務会計諸概念に関するス
テイトメント）の第２号「会計情報の質的特徴」の要約である。この会計情報
を扱うには，コンピュータ利用の会計システムがなくてはならない。会計シス
テムは入力データを取引ファイルに集積する。そして取引ファイルから元帳，
貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書の基本財務諸表などを出力
する。この財務諸表は組織の内外の利害関係者の様々な意思決定に利用され
る。会計データは組織の経済的価値評価としての金額を伴う諸出来事に由来し
ている。会計データの作成は組織間取引の様々な目的によって分類される必要
がある。官僚制的な基準指向は社会の変化新取引の生成に対して完全には対
応していないのである。
損益計算書は取引ファイルの費目分類・期間集計の処理により作成している
図表１Ｊ.リプナックとＪ,スタンプスの組織の発展
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が，同様にキャッシュフロー計算書も取引ファイルからの資金分類・期間集計
から作成されるものである。キャッシュフローの仕訳データは多すぎて集計で
きないという指摘がある。しかし資金取引数はまぎれもなく全取引ファイル
のレコード数より少ないのである。キャッシュフロー計算書の作成方法には直
接法と間接法があることは良く知られている。単独企業では直接法により
キャッシャフロー計算書を作成することは，拙稿「直接法によるキャッシュフ
ロー計算書」’)にて，コンピュータを利用することにより，仕訳データの入力
よりの出力として，キャッシュフロー計算書が作成できることを示した。
キャッシュフロー計算書作成アルゴリズムを組み込んだ会計システムを利用す
れば，物の数分でキャッシュフロー計算書の作成処理をしてしまう。連結
キュッシュフローは上場企業で開示する要請がある。この連結キャッシュフ
ロー計算書は間接法で作成することに，現在では優位性がある。筆者は連結
キャッシュフロー計算書を直接法で作成するという文献はいまだ見たことがな
い。連結キャッシュフロー計算書を直接法で作成することが本稿の主題であ
る。
連結キャッシュフロー計算書はグループ会社の財務諸表の一つで，グループ
会社の制度に言及する必要がある。大企業の組織は事業部制組織と言われてき
た。企業組織にはコーポレートガバナンスの問題があり，今日，持株会社の会
社組織が出現した。持株会社は事業会社の経営者の人事権を有し，事業評価の
結果，不適切な事業会社社長ならば，交代させる権限がある。この機能がコー
ポレートガバナンスヘの１つの有効性である。
ＩFRSの2016年版ではグループ会社や共同支配の概念があるが，これらの解
明とともにグループ会社の連結キャッシュフロー計算書の作成と，資金の共同
管理を目的とする会計基準を解明することが次章の課題である。
Ⅲ章では，グループ会社の勘定組織とデータマイニングに依拠する，グルー
プ会社のキャッシュフロー計算書，すなわち連結キャッシュフロー計算書と
個々のグループの会社の個別キャッシャフロー計算書を直接法により作成する
ことを解明する。
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Ⅱグループ会社の会計
グループ会社は言葉の通り，その中には複数の会社が存在している。グルー
プという会社間には様々な関係がある。会計領域で扱うグループ会社の関係に
は親会社と子会社という関係がある。親会社は自社と各子会社の財務諸表を結
合した連結財務諸表を作成しなければならない。ＩFRS第１０号連結財務諸表
(paral-3）ではこの目的を次のように規定している。
目的：本基準の目的は，企業が他の企業を支配している場合の連結財務諸表
の表示と作成に関する原則を定めることである。
目的の達成：第１項の目的を満たすため，本基準は次のことを行っている．
（ａ）他の企業（子会社）を支配している企業（親会社）に連結財務諸表
の作成を要求する。
（ｂ）支配についての原則を定義し，連結の基礎としての支配を定める。
（ｃ）投資者が投資先を支配していて投資先を連結しなければならないかど
うかを識別するために，支配についての原則を適用する方法を示す。
（ｄ）連結財務諸表の作成に関する会計処理上の要求事項を示す。
（ｅ）投資企業を定義し，投資企業の特定の子会社の連結に呈する例外を示
す。
本基準は，企業結合の会計処理上の要求事項とそれらの連結への影響（企
業結合で生じるのれん（IFRS第３号「企業結合」参照）を含む）について
は取り扱っていない。
企業と企業とが結合して一体化してしまえば個別財務諸表と管理のためのセグ
メントとしての事業部別財務諸表の類型となる。連結財務諸表の作成が不可欠
なグループは親会社が子会社を支配する関係である。支配についてIFRS第１０
号（para5-7）では次のように規定している。
支配：投資者は，企業（投資先）への関与の内容にかかわらず，投資先を
支配しているかどうかを判定し，自らが親会社であるかどうかを決定しなけ
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れぱならない。
投資者は，企業（投資先）ヘの関与のない宵にかかわらず，投資先を支配
しているかどうかを判定し自らが親会社であるかどうかを決定しなければ
ならない。
投資者は，投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポー
ジャー又は権利を有し，かつ，投資先に対するパワーにより当該リターンに
影響を及ぼす能力を有している場合には，投資先を支配している。
したがって，投資者は，投資者が次の各要素をすべて有している場合にの
み，投資先を支配している。
（ａ）投資先に対するパワー（第１０項から第14項参照）
（ｂ）投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージヤ-
又は権利（第15項及び第１６項参照）
（ｃ）投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを
用いる能力（第17項及び第18項参照）
親会社は子会社に対してリターンに影響する権限を有している。そうした親会
社は連結財務諸表を作成しなければならないのである。貸借対照表は会社の全
体性を傭鰍する有用な情報源である。様々なグループ形態の会社もグループの
全体の経営活動を表示した連結財務諸表の作成は有益である。
Ａクリンプマン（AndreasKrimpmann）はグループ会計に関する関連規定
として，ＩＡＳ第27,28号，ＩFRS第３，９号を，そして目的に関して会計に要
求されている規定をＩＡＳ第２１，３６，３９号，ＩFRS第13号を掲げている2)。
ＩＡＳ第27号はグループ内の個別財務諸表作成の要請である。グループの共同
支配をいかに個別財務諸表の持分に反映させるかが課題である。証券取引法違
反した本業赤字のＬ社がグループで運営していた投資組合の利益を自社に付け
替えて，Ｌ社は損益を黒字化した事件があった。
ＩＡＳ第28号は関連会社及び共同支配会社への投資に関する基準である。
IFRS第３号は企業結合の規定で，同号の「付録Ａ」では企業結合とは「取得
企業が１つ又は複数の事業に対する支配を獲得する取引又はその他の事象」と
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定義している。同号「付録Ｂ摘要指針，B21-B22項」には法律上の親会社か
連結財務諸表を作成表示するとしている。
ＩFRS第９号は「金融商品」で，これは同号ＩＮｌ項にて「金融資産，金融負
債，及び非金融商品を売買する一定の契約の認識及び測定に関する要求事項を
示している．」と定義されている。金融商品は本稿のキャッシュフローに深く
関係している項目である。ＩＡＳ第21号は外国為替レート変動の影響である。
ＩＡＳ第36号は資産の減損である。ＩＡＳ第39号は金融商品：認識及び測定であ
る。ＩFRS第１３号は公正価値測定で，同号付録ＢのパラグラフＢ２には「公正
価値アプローチ」として次のように記載されている。
公正価値測定の目的は，現在の市場の状況において測定日に市場参加者の間
で資産の売却又は負債の移転の秩序ある取引が行われるであろう価格を見積
もることである。公正価値測定は，企業に次のことを決定することを要求す
る。
（ａ）測定の対象となる特定の資産又は負債（会計単位と整合的に）
（ｂ）非金融資産について，その測定に適切な評価前提（最有効使用と整合
的に）
（ｃ）資産又は負債について，主要な（又は最も有利な）市場
（ｄ）その測定に適切な評価技法（市場参加者が当該資産又は負債の価格付
けを行う際に用いるであろう仮定を表すインプットを設定するための
データの入手可能性，及びそのインプットが区分される公正価値ヒエ
ラルキーのレベルを考慮する）
上記（ｄ）に用いる評価技法として同基準第13号（Ｂ５‐BlO）にて，マー
ケット・アプローチ，コスト・アプローチ，インカム・アプローチを掲げて，
次のように記述している。
マーケット・アプローチは，同一の又は比較可能な（すなわち，類似の）
資産，負債又は資産と負債のグループ（事業など）に関わる市場取引で生み
出される価格その他の関連性のある情報を用いる。
コスト・アプローチは，資産の用役能力を再調達するために現在必要とな
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る金額（現在再調達原価と呼ばれることが多い）を反映する。
インカム．アプローチは．将来の金額（例えば，キャッシュ・フロー又は
収益又は費用）を単一の現在の（すなわち，割引後の）金額に変換する。イ
ンカム．アプローチを用いる際には，公正価値測定はそれらの将来の金額に
関する現在の市場予想を反映する。
IFRSに示す公正価値は市場価値である。マーケット゛アプローチは売買目的
有価証券に適用できるであろう。有価証券といっても，株式市場に上場してい
るものに限りである。コスト．アプローチは固定資産の機械・設備に適用でき
るであろう。これらは通常は減価償却の費用化により資産評価される。近年，
減価償却計算の残存価額に問題が生じている。機械にＰＣＢが使われている，
製造禁止のフロンガスが使われていると言った物を除去するには資産除去費用
を計算に入れる必要がある。インカム・アプローチは固定資産の内比較的長
く存続する資産に適用できるであろう。土地，建物，無形資産の暖簾を減損す
るにはインカム．アプローチが適用できるであろう。インカム・アプローチに
は現在価値法を用いる。現在価値法は将来の収支を現在のものと比較できる秀
でた理論モデルであるが，そもそもこのモデルを用いる将来の収支金額と割引
率が正確であるか否かの問題がある。インカム゛アプローチはキャッシュフ
ローを基礎としているので，キャッシュフロー計算書の作成実践が欠かせな
い。
シュマーレンバッハは経営価値計算という概念を有していた。損益動態論は
取得原価主義とされていたが，シュマーレンバッハは購買時には取得原価以外
に「代位」するものがないとしていただけである。組織がある資産を購入した
図表２評価の階后
会計利益の特質(処分可能性）評価の妥当性：
費用収益アプローチ(損益動態論）
資産負債アプローチ(将来収入･将来支出）｛評価の理論：
経営価値／７公正価値v、市場価値評価額の根拠：
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金額をそのものの評価額とした時，取得原価と時価は同額である。組織の購入
目的も評価に影響させる必要がある。
評価の階層は貸借対照表と損益計算書に関係しているが，キャッシュフロー
計算書は取引金額の測定のみに関係している。キャッシュフロー計算書の測定
原則はキャッシュ概念の増減取引を相手科目により，営業活動と投資活動と財
務活動との３区分に分類し，それぞれ収入欄と支出欄に相手科目を集計表示し
たものである。外貨はキャッシュであるがキャッシュ概念に含めてはならな
い。外貨は瞬間瞬間で値動きしており，頻繁に変動するものはキャッシュ概念
に不適格である。もし外貨をキャッシュ概念に入れたいと望むならば，その
外貨を機能通貨に売却損益を伴って免換することである。外貨をキャッシュ概
念に含めないで，取引の測定によるキャッシュフロー計算書は評価を伴わない
ので，極めて高い信頼性を有している。
売買目的有価証券は決算時に株式市場の時価により評価することになった
が，決算時の時価評価は株主総会時に暴落してしまうこともある。時価評価に
より評価益を表示することが，いつも妥当性があるであろうか｡期末において，
有価証券の評価額と時価との平均額とする会計的評価法がより妥当性がある公
正価値であろう。
建物の評価の理論は従来の費用収益アプローチと資産負債アプローチとの二
つの考えがある。固定資産としての建物の取得時の評価は建物の購入代金に加
えて，店舗か工場かの経営目的に供するに至る登記費用などを加える。建物に
付随する配管設備は建物と切り離した固定資産である。費用収益アプローチで
はその後の会計期間で減価償却費として耐用年数にわたって費用化する。建物
本体とその配管設備は耐用年数が異なっているので，配管は建物より早期に取
り換えられる。過去の会計実践では耐用年数後の残存価額は取得原価の10％と
されていたが，残存価額自体にも評価の問題がある。特に，アスベスト使用の
建物では環境保全の動向により資産の除却費用が顕著となっている。固定資産
の取得時，利用時，除却時の各評価はより正しさに向かった公正価値で評価さ
れる。
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ＩFRSの「財務報告に関する概念フレームワーク」パラグラフ44の財政状態
の構成要素について，次のように記述されている。
（ａ）資産とは，過去の事象の結果として企業が支配し，かつ，将来の経済
的便益が当該企業に流入すると期待される資源をいう。
（ｂ）負債とは，過去の事象から発生した企業の現在の債務で，その決済に
より，経済的便益を有する資源が当該企業から流出することが予想さ
れるものをいう。
（ｃ）持分とは，企業のすべての負債を控除した後の資産に対する持分であ
る。
IFRSの貸借対照表は図表３のように図示することができる。会計実体には，
当初資産としてキャッシュ，その持分として資本金があることが前提である。
経済的資源の獲得は対価としてキャッシュの支払いがあって支配できる。獲得
した経済的資源は結合用役となり，顧客へ提供しその対価としてキャッシュ
が還流する。資産性とは将来収入を評価すると観ることができる。負債は債務
であり，債務は将来のキャッシュでの支払い義務である。いわゆる将来支出で
ある。持分は純資産への拘束である。貸借対照表はIFRSの見解のように過去
計算と言われているが，資金からの観点では，会計期間を超えた過去と未来の
計算書と言える。いずれにしても，資産と負債をそれ自体で考察するのが資産
負債アプローチである。
損益計算書の収益と費用について，ＩFRS「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」（para､425）にて，次のように定義している。
（ａ）収益とは，当該会計期間中の資産の流入若しくは増加又は負債の減少
図表３１FRSの貸借対照表
財政状態計算書
２０１Ｘ1２．３１
－７１－
経済的資源
債務
持分
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図表４収益・費用と財政状態計算書との関係
図表５グループ会社の財務諸表
親会社子会社
個別貸借対照表
個別損益計算書
個別キャッシュフロー計算書
連結会計
連結貸借対照表
連結損益計算書
連結キャッシュフロー計算書
の形をとる経済的便益の増加であり，持分参加者からの出資に関連す
るもの以外の持分の増加を生じさせるものをいう。
（ｂ）費用とは当該会計期間中の資産の流出若しくは減価又は負債の発生の
形をとる経済的便益の減少であり持分参加者への分配に関連するも
の以外の持分の減少を生じさせるものをいう。
キャッシュフロー計算書の作成はキャッシュ概念の取引金額の測定である
が，損益計算書の作成は取引を損益取引と認識することから始まる。また，保
持している経済資源（資産）と債務（負債）に損失か利得が発生しているかの
認識を必要とする。「収益の認識」（para4.47）について，次のように記載し
ている。
収益は，資産の増加又は負債の減少に関連する将来の経済的便益の増加が
生じかつ，それを信頼性をもって測定できる場合に，損益計算書に認識さ
れる。これは，事実上，収益は，資産の増加又は負債の減少（例えば，財若
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し〈はサービスの販売によって発生する資産の純増加又は支払債務の免除か
ら発生する負債の減少）の認識と同時に認識されることを意味する。
また「費用の認識」（para､4.49）について，次のように記載している。
費用は，資産の減少又は負債の増加に関連する将来の経済的便益の減少が
生じかつ，それを信頼性をもって測定できる場合に損益計算書に認識さ
れる。これは，事実上，費用は，負債の増加又は資産の減少（例えば，従業
員への受給権の発生あるいは設備の減価償却）の認識と同時に認識されるこ
とを意味する。
収益と費用の発生は図表５のように財政状態計算書と関係している。こ
の取引認識に信頼性が要求されている。信頼性は図表６のように検証可能
性，表現の忠実性，中立性の要素がある。取引データは取引事象としてのイ
ベントがあり，このイベントと会計データを二人以上で相互に検証しあわな
ければならない。表現の忠実性はイベントをありのままに表現されていなけ
ればならない。中立性は利害関係者のどの立場にたってもいけないとするも
のである。取引データは会計処理されて財務諸表に集計される。
信頼性のある財務諸表は願いである。機械設備や建物は確かに減価する，し
かし，それらの減価償却費は推定である。減価償却費の計算要素である耐用年
数は実際と一致することはまれである。シュマーレンバッハは耐用年数の見込
みの誤りを定率法は修正する作用があるとしている。また彼の財務諸表は建
図表６信頼性の構造
検証可能性’表現の忠実性
(出所）平松一夫･広瀬義州訳｢FASB
財務会計の諸概念」中央経済
社,1988年，７７頁参照。
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物の修理，溶鉱炉の耐火レンガ取替などの「設備維持のための引当金｣，訴訟
危険歩合を早く用意する「訴訟引当金」を設定することが慎重の原則に適合す
るとしている。こうした将来の多額の費用発生は利益の減額の要因であり
IFRSも「将来の経済的便益の蓋然性」（para、4.40）として，次のように記述
している。
蓋然性の概念は，ある項目に関連する将来の経済的便益が企業に流入する
こと又は企業から流出することについての不確実性の程度に言及するため
に，認識基準において用いられている。この概念は，企業が活動する環境を
特徴付ける不確実』性と一致する。将来の経済的便益の流出入に付随する不確
実性の程度の評価は，財務諸表の作成時に利用可能な証拠に基づいて行われ
る。
シュマーレンバッハの「訴訟引当金」は係争中のものでなく，将来のリスク
対応であり蓋然`性がある。また，ＩFRSは「測定の信頼性」（para4.41）を，
次のように規定しており，彼の「訴訟引当金」は測定の信頼性がないので財務
諸表に示されない。
ある項目を認識するための第２の規準は，当該項目が信頼性をもって測定
できる原価又は価値を有していることである。多くの場合，原価又は価値は
見積もらなければならない。合理的な見積もりの採用は財務諸表の作成に必
要不可欠であり，その信頼性を損なうものではない。しかし，合理的な見積
もりができない場合には，当該項目は貸借対照表又は損益計算書に認識され
ない。
費用は価値減少としての原価がある。また収益は価値の増加がある。費用と
収益の差額は，収益が多ければ利益を生み，資本を増加する。ＩFRSは「資本
維持の概念及び利益の決定」（para459）で「貨幣資本の維持」と「実体資本
の維持」を次のように述べている。
（ａ）貨幣資本の維持―この概念の下では，利益は，当期中の所有者への分
配と所有者からの出資を除いた後の，期末の純資産の名目（又は貨幣）
額が，その期の期首の純資産の名目（又は貨幣）額を超える場合lこの
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み，稼得される。貨幣資本の維持は，名目貨幣単位又は恒常購買力単
位のいずれかで測定することができる。
（ｂ）実体資本維持―この概念の下では，利益は，当期中の所有者への分配
と所有者からの出資を除いた後の，期末における企業の物的生産能力
又は操業能力（又はその能力を達成するために必要な資源若しくは資
金）が，その期の期首の物的生産能力を超える場合にのみ，稼得され
る。
ＩFRSの貨幣資本の維持は期首の純資産又は持分が，営業活動の末に期末で
増えることと言うものである。実質資本維持をするならば貨幣の購買力低下に
見合う利益を処分されないように内部留保する別途積立金などに振替えること
である。また実体資本維持は利益分配した後に，営業に支障のない生産能
力を維持することと言うものである。生産能力維持は企業の死活問題である。
もし機械を企業自ら再調達するには，２倍償却してきたか再調達額を利益
として獲得してきたかしなければならない。よって，通常は再調達時に新機械
の購入資金を調達するために，借入をすることになる。シュマーレンバッハの
｢動的貸借対照表（DynamisheBilanz)ｊの序論には企業倒産の事例が語られ
ている。企業の継続には保守主義の利益計算が重要である。彼の「訴訟引当金」
は保守主義による計算と理解されるであろう。
財政状態計算書の経済的資源の評価と損益計算書には認識と信頼性の問題が
あったがキュッシュフロー計算書はキャッシュ概念の取引を測定し集計す
るだけで作成され，極めて信頼性のある計算書である。キャッシュフロー計算
書の問題点として直接法か間接法かの作成の課題がある。特に，連結キャッ
シャフロー計算書は間接法でなければ作成できないとの意見もある。間接法は
特に営業活動の区分にキャッシュと関係のない非資金勘定が表示されていた
り，監査証跡へと辿れなかったりするといった問題がある。連結キャッシュフ
ロー計算書の作成問題は次章の課題である。
グループ会社の各社の財務諸表は，図表５で示した如くグループ全体の連結
基本３表を作成する。そのグループ内には親会社とｌ社以上の子会社がある。
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Ａクリンプマンは「グループとは，連結財務諸表を準備する際に考慮するの
に必要とされる，ひとまとめの会社である。様々な基準によるが，全企業が特
定の方法で考慮しなければなりません（または考慮しなくも良い)。グループ
を定義する際の重点はこの章で議論されている支配概念である｡」３)と述べ，
親会社が子会社を支配する関係があるとする。ＩFRS第10号「連結財務諸表」
では「支配」（para５，６，７）は，次のように記載されている。
投資者は企業（投資先）への関与の内容にかかわらず，投資先を支配して
いるかどうかを判定し自らが親会社であるかどうかを決定しなければなら
ない。
投資者は，投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポー
ジャー又は権利を有し，かつ，投資先に対するパワーにより当該リターンに
影響を及ぼす能力を有している場合には，投資先を支配している。
したがって，投資者は，投資者が次の各要素をすべて有している場合にの
み，投資先を支配している。
（ａ）投資先に対するパワー
（ｂ）投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー
又は権利
（ｃ）投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを
用いる能力
（ａ）の事例は投資先の株式保有に付随する決議権である。（ｂ）の事例は保有
する株式の配当金が投資先の業績により高かったり低かったりする。（ｃ）投
資者は（ｂ）の受益権を行使するため，子会社の経営管理に大なり小なり権限
を行使する。すなわち，投資者は支配しているのである。権限と責任は裏表の
関係であり，親会社は子会社の会計報告責任を連結財務諸表の作成を通じて果
たす。ＩFRSは「会計処理の要求事項」（para１９，２０）に次のように規定して
いる。
親会社は，類似の状況における同様の取引及び他の事象に関し，統一され
た会計方針を用いて，連結財務諸表を作成しなければならない。
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投資先の連結は，投資者が投資先に対する支配を獲得した日から開始し，
投資先に対する支配を喪失した日に終了しなければならない。
さらに，「連結手続」（paraB86）として，次のように記述している。
連結財務諸表では次のことを行う。
（ａ）親会社とその子会社の資産，負債，資本,収益，費用及びキャッシュ・
フローの類似項目を合算する。
（ｂ）親会社の各子会社に対する投資の帳簿価額と，各子会社の資本のうち
親会社の持分相当額とを相殺（消去）する（IFRS第３号は，関連す
るのれんの会計処理方法を説明している)。
（ｃ）グループ企業間の取引に関するグループ内の資産及び負債，資本，収
益，費用並びにキャッシュ・フローを全額相殺する（棚卸資産や固定
資産など資産に認識されるグループ内取引から生じる損益は，全額消
去する)。グループ内の損失は，連結財務諸表での認識が必要な減損
を示している場合がある。ＩＡＳ第１２号「法人所得税」は，グループ内
取引で生じた損益の消去から生じる一時差異に適用される。
IFRSでは，この「連結手続」に引き続いて，グループの親会社と子会社で「統
一的な会計方針」を規定している。会計方針の策定には，図表７のように，様々
な要素を斜酌する必要がある。連結貸借対照表と連結損益計算書はその会計手
続きが明らかとなっているが，連結キャッシュフローは「キャッシュ・フロー
を全額相殺する」とあるが，どのよう手続きであるのか。既知の間接法は会計
の取引データから集計したものではない。次章では直接法による個別と連結の
キャッシュフロー計算書を考察する。
図表７会計方針を策定する要素
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Ⅲグループ会社のキャッシュフロー計算書
グループ会社のキャッシュフロー計算書を作成するための本論の諸前提を確
認する。拙稿「キャッシュ理論の生成」４)ではキャッシュ概念である「キャッ
シュと現金同等物」のキャッシュは現金（機能通貨，日本では円）要求払いの
預金とした。当座借越しはキャッシュの増加と銀行よりの－時の借入金の未取
引記入でキャッシュ増加である。特に外貨は，形態は通貨であるが,非キャッ
シュとして扱った。外貨は瞬間瞬間で値動きしているので保有外貨の評価問題
がある。外貨は投資活動として区分する。キャッシュ概念の本質は価格変動を
しない即時の決済手段である。
損益計算書とキャッシュフロー計算書は期間計算をするが，損益計算書は評
価を扱う。特に保有資産の評価は，より正しさを追求し，より複雑多様な評価
方法が出現してきた。外貨をキャッシュ概念に含めないことは，会計実践者に
会計マニュアル通りに会計処理して，キャッシュフロー計算書を作成でき，評
価問題も含まないので，そのキャッシュフロー計算書は極めて信頼性の高いも
のとなる。他の財務諸表より高い信頼の優位↓性を保持するためには外貨を
キャッシュ概念としないで，投資活動とすることである。
グループ会社の親会社が子会社の資金管理をする方針をとると，勘定組織も
グループ会社間の資金取引の精算勘定を設定する必要がある。精算勘定はグ
ループ全体では，取引を完全に入力していれば，常に貸借平均しているので，
その残高はゼロとなる。もし，他方の会社に未達取引があり，取引の入力がさ
れていないと，その額は精算勘定の貸借差額と一致する。
グループ会社の親会社は子会社に様々な支配権を有している。本稿の事例は
親会社と１００％の株式保有の子会社との関係で，親会社が子会社に対して資金
管理をしていると仮定する。子会社に非支配の株式があると，連結に際して持
分比率が問題となり，設例をキャッシュ問題に集中するためである。
次に示す取引の設例は，拙著「キャッシュ理論の生成」の図表12の２か月月
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の貸借対照表を元に，３か月目の取引である。
設例
①Ａ１親会社は株式￥100,000を発行して，Ｂｌ子会社を設立した。
②親会社は子会社の大阪商店への買掛金￥20,000を当座預金より支払い，
子会社はこの通知を受け取った。
③親会社は子会社の新宿商店からの売掛金￥5000が当座預金に入金され，
子会社はこの通知を受け取った。
④親会社は子会社の設置した備品￥200,000について，小切手を振り出し
て松陰家具へ渡し，子会社はこの通知を受け取った。
⑤親会社は営業資金として，子会社に現金￥l0qoooを届けた。
⑥子会社では商品棚卸を行い，商品￥16,000を繰越商品へ振替えた。
この取引の会計システムへの入力は図表８親会社の取引入力，図表９子会社の
取引入力のようになる。
設例②の取引に対する仕訳は次のようになる。
図表８親会社
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図表9子会社の取引入力
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[論文］グループ会社のキャッシュフロー測定（町田）
〔親会社〕
(借方）
〔子会社〕
(借方）
Ｇキャッシュ20,000（貸方）当座預金20,000
買掛金20,000（貸方）Ｇキャッシュ20,000
グループ会計において，子会社の買掛金支払いを当座預金でするとき，子会社
へ子会社の仕入に対する掛け代金を支払った取引内容を必ず子会社に伝える。
そして，子会社は，この通知に対して精算勘定であるＧキャッシュ勘定を用い
て，必ず仕訳記入をしなければならない。
精算勘定の歴史について，まずは帳簿組織の電算処理で生成した。企業が現
金出納帳と売上帳を仕訳帳とするとき，もし現金での売上が￥1,000あった仕
訳を精算勘定である現金売上勘定を用いると次の仕訳になる。
(現金出納帳）
現金
(売上帳）
現金売上
現金売上 1,0001,000
売 上 lOOOLOOO
手記簿記では二重転記しないように注意を払うが，この精算勘定を用いる
と，通常の元帳への転記でよく，元帳の現金売上勘定は常に残高ゼロである。
コンピュータを利用しても，現金仕訳帳と売上仕訳帳と，この取引を除いた仕
訳帳の取引データを併合すれば，精算勘定が二重転記の問題を解消する。コン
ピュータシステムでは複合仕訳を扱うのに，精算勘定として諸口勘定を用いて
いる。この諸口勘定の残高常にゼロとなっているので，この諸口を試算表で表
示しない会計システムの利用者は気づかないでいる。こうした諸口勘定の取り
扱いには注意を払わないと，直接法によるキャッシュフロー計算書を出力する
プログラムはできない。
キャッシュフロー計算書を出力する会計システムは勘定科目に資金属性を設
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定する必要がある。科目の資金属性はキャッシュ概念，営業活動，投資活動，
財務活動，非資金である。決算で用いる減価償却費，前払費用，前受収益など
多くの科目が非資金である。間接法によるキャッシュフロー計算書でみられ
た，当期利益に減価償却費等の非資金を加減することは，先ずは，決算前の利
益に戻すことに他ならなかった。この間接法による表示は，特に営業活動の
キャッシュについては，表示された科目区分がキャッシュのインフローとアウ
トフローを示していないとの理論的批判がある。この会計システムへの仕訳入
力は試行段階であり，仕訳出力の表示の科目に資金属性のキャッシュ概念，営
業活動，投資活動，財務活動，非資金をそれぞれ，Ｃ，Ｅ，Ｔ，Ｚ，スペース
の４区分で表示している。正確性の確認が終われば仕訳帳に表示する必要はな
くなる。会計システムは仕訳データの確認が完了すれば，基本３表はプログラ
ムを実行すると，自動的に集計され，出力される。直接法によるキャッシュフ
ローの集計処理はデータ量が多く，作成できないとの意見があったが，キャッ
シュ取引は全仕訳データの一部分である。この集計問題は実際に運用している
会計システムがキャッシュフロー計算書を出力するようにファイル設計され
て，作成プログラムがあるかどうかである。
子会社を設立した３か月月の，親会社の月次貸借対照表は図表10の通りであ
る。この会計システムでキャッシュフロー計算書を扱うという会計方針に対し
て，いくつかの取決がある。この会計システムはキャッシュ概念を101現金勘
定から，グループ会計の精算勘定としてのコード番号109の科目名Ｇキャッ
シュ勘定までの勘定科目とする。外貨での受け取りは営業活動に限り，外貨で
受取りその時点の日本円評価で表示しコード110の外貨預金・営業の勘定で扱
う。賢明な資金管理者ならば，円安時に日本円に外貨の売却益をだして見換レ
キャッシュ概念とするであろう。もし投資活動の外貨での取引を扱う方針な
らば，これを扱う勘定科目を増やす必要がある。本稿の事例のグループ会計の
指針は親会社に資金の支配権と責任があるとしている。
親会社の貸借対照表の前繰に第３か月月の図表８の取引を入力して，これを
集計するとこの月のキャッシュフロー計算書は図表11の通りになる。
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図表１０親会社の貸借対照表（ｘ年６月30日）
3か月目；貸借対照表
i灘蕊溌灘蕊蕊蕊蕊蕊蕊灘蕊蕊:灘蕊溌凝議蕊蕊蕊;|蕊鱗灘欝
338135015qOOO188,350.
2601COO8,00ｑ………2291999……48000ｉ］■L■■P亜一■回り■・■■■辞■P｡。-■
２４８１０００２４８，ＯＯＤｉ
－…鯛凹9－－－……－２柵:！…………………-220,0008000
124,000１２４F000
1」50,0001,150,000:
１２０００１２，０００
501Coo--50,900
600,000600,000
恥…1:2qqxQQq……………………………1200,0ODI
200,000200,000
1,000,0001,000,000
100,000100,000
5,170350378,0003７８，０００5,170,350
０
色■■｡｡■。■｡｡■■■■■・■■■■■■■!■｡■■■■■■■｡■ｂ凸■b凸I｡｡｡■。■b凸｡b凸ｂｂｐＤ■ｑｂ■IdDﾛ｡b■。，｡D･ＤＯｃｑｌＤ●・IDpDqDqWDpI1D■､■･■･■■■■■･■･■■■■■■■･■－
．-6(jO`DOD－“0,00｡
.---850,“0-85,,000
噸･3G,“0－３０ｌｂ００:
-S9aODO-608DDOi
-350DOO-350DOpipﾛﾛﾛ■■bppppppbﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛ■ﾛﾛﾛﾛUpI■ﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛ…ﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛ■ﾛﾛ■ﾛpPprL■■ﾛﾛ■ﾛ■■ﾛﾛ■■■■ﾛ■■■■■■■P■■■ﾛ■■■■■■ﾛ■⑪■■ﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛ■ﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛﾛ４
－１，００，COO-1.(]OG,Gpci
‐-3.碁２８．０９，００－３．５２８，０qＧＩ
資産
１０１
１０２
１０３
の部
現金
当座預金一
普通預金
ｉＯ５:ｷｬｯｼｭ同等物
Ｇキャッシュ1０９
１１０:外貨預金。 営業
'２３:売掛金
１３１;有価証券
161i短期貸付金Pロ.PpP､寺.ＪＰ．､－．－Ｆ、-.1-.1---－－－■-－－－
203:機械装置
204:車両運搬具
205:エ具備品…
投資有価証券2４１
242i関係会社株式
;資産合計
負債の部
ﾛｰbpbbdppbd-p｡ﾛｻﾞﾛﾛﾛﾛ■ﾛﾛﾛdppdpp■UppL■ﾛﾛﾛﾛﾛ▲■ﾛ■ﾛﾛﾛ
302i支払手形･投
－３Q5i買掛.金…………
３１１:預り金･堂
3221未払金･投
i--325L短期借入金一…
i391i退職給付引当金
・負債合計
i資本の部
１４０１:資本金 －１００｡,伽0
-64典35,
-1,64235D
－５ｊ７ｕ３５０
・摩１．０〔)ＣＯ()０
－６４２，３５０
－１，642350
01-.5］７，３５０
433当期利益
資本合計
負債資本合計
図表１１親会社のキャッシュフロー計算書（x６．１－x6.30）
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新しく設立された子会社の図表９の取引を入力データとして，その集計によ
るキャッシュフロー計算書は図表12で示す。
財務諸表としてのキャッシュフロー計算書は会計データの集計により作成さ
れるものである。図表13は親会社の取引データに子会社の取引データを併合
(マージ）したものである。この併合データを集計すると親会社と子会社との
結合キャッシュフロー計算書が図表l4のように出力される。前月よりキャッ
シャと自決へのキャッシュの金額は連結貸借対照表のキャッシュ概念勘定の合
計額で正確性が確認される。
図表１２子会社のキャッシュフロー計算書（x６．１－x,6.30）
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親会社の取引データに子会社データを併合したものから，精算勘定のＧ
キャッシュの元帳は図表15のようにないデータに誤謬や未達事項の入力漏れ
がなければ，決算後この勘定の残高はゼロとなるｏ
ｌＦＲＳによる「キャッシュ゛フローを全額相殺する」となると，キャッシュ
フロー計算書は図表16の通りになる。このキャッシュフロー計算書の作成は間
接法か直接法かわからない。ＩFRSの規定は間接法を容認するものである。直
接法によるキャッシュフロー計算書の特色は総額主義である。連結貸借対照表
にあっては親会社の関係会社株式と子会社の資本金との金額は相殺する必要が
あるが，キャッシュフロー計算書にあっての資本取引は親会社のキャッシュの
減，子会社のキャッシュの増で，グループ会社としての純額の増減はないと表
図表１４連結キャッシュフロー計算書（x６．１－x､6.30）
キャッシュフロー計算書
３か月日
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図表１６子会社のキヤッシユフロー計算杏
キャッシュフロー計算書
Ｘ６．１－Ｘ､6.30
営業活動キャッシュフロー-27,000
投資活動キャッシュフロー-350,000
財務活動キャッシュフロー150,000
合計-227,000
Ｉ
Ⅱ
Ⅲ
示されている。親会社と子会社のキャッシュフロー計算書の３区分のキャッ
シュ区分の科目も金額も，明白にキャッシュの増減を表示し会計情報の忠実
性に合致するものである。直接法では元帳の勘定科目から仕訳データさらには
証拠書類へと監査証跡へ容易にたどることができる。キャッシュフロー計算書
の作成は直接法が会計本来の作成方法であり，グループ会計としての連結
キャッシュフローも直接法により作成可能なのである。
連結キャッシュフロー計算書を直接法による作成する要件は，会計情報シス
テムがキャッシュフロー計算書を作成するファイル設計とプログラムを備えて
いること。そして，グループ会社の各会社が同一の会計情報システムを使用す
ること。グループ会社の各会社の会計期間が同一期間であること。会計業務に
際して，他社に関わる取引は必ず連絡して，精算勘定を用いて相互に入力する
こと。決算に際して，子会社各社は当該会計期間の取引データを親会社に送信
し，親会社がその取引データを本社データと併合して，親会社はその支配権と
責任をもって，連結キャッシュフロー計算書を作成する。
Ⅳ結語
間接法のキャッシュフロー計算書はアングロサクソンの証券アナリストの考
案と言われている。直接法のキャッシュフロー計算書は情報会計システムから
のアプローチより生成できる。会計情報は組織外部の利害関係者と組織内部の
意思決定者に利用されている。会計情報の利用者の意思決定への目的適合性は
まずは検証可能な取引データから報告書への情報処理の信頼性があることであ
－８５－
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る。そして目的適合性には適時`性が必要で，意思決定後に信頼`性のある情報を
受け取ったのでは有益'性が得られない。また，有益な会計情報はフィードバッ
ク価値と予測価値を有している。直接法によるキャッシュフロー計算書は他の
報告書より適時性に応じることができる。このキャッシュフロー計算書は決算
仕訳が不要である。取引データの入力が完了した時点で信頼`性のあるキュッ
シュフロー計算書を出力できる。このために会計基準への要請はキャッシュ
概念に外貨を含めないことである。
直接法のキャッシュフロー計算書は総額主義である。キャッシュフローの総
体情報は，次年度のキャッシュフロー予測を容易にしてくれるので，キャッ
シュフロー計算書予算を作成することが期待されている。キャッシュフロー分
析では営業活動キャッシュ額を増やすこと，営業活動と投資活動のキャッシュ
からフリーキャッシュフローを求め目標とすることである。ＩFRS第１３号公正
価値測定の現在価値測定の構成要素（paraBl3）に「現在価値は（すなわち，
インカム・アプローチの適用)，将来の金額（例えば，キャッシュフロー又は
価値）を，割引率を用いて現在の金額に結びつけるためにもちいられるツール
である｡」としている。将来のキャッシュフローは資産評価に重要な意味を有
しているが，現時点の技術で実際に測定が可能であろうか。キャッシュフロー
計算書は会計実体のｌ会計期間のすべてのキャッシュフローを測定するもので
ある。さらに本稿の如くグループ会社と部分の子会社を測定することにより，
子会社もグループ全体も評価できるようになる。直接法によるキャッシュフ
ロー計算書を実際に作成し数年に及ぶキャッシュフロー実績に基づいて，将
来の趨勢を分析することが，将来キャッシュに近似した評価となるであろう。
ネットワーク社会にあって，グループ会社の経営はＭ＆Ａや子会社売却を
通じて，ダイナミックに産業変革をもたらすものである。アメリカの高収益企
業として知られているＧＥ社のホームページには，「ＧＥは他社がしないことを
想像し他社ができないことを創出し，世界の営みをより良くする成果を届け
ます｡」５)エジソンにより創業したＧＥは電気会社から大きく変貌した会社へ
となっている。ドイツでは，1847年創業のSiemens社の「next47」計画では，
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同社の戦略的イノベーション分野で企業間協働，企業設立，企業への投資を組
み合わせて，事業強化を図ろうとしている。日本でも事業持株会社とされる日
立が非中核子会社日立工機を黒字に関わらず売却しその売却資金でグループ
会社を強化しようとしている６)。
投資計画の経済性を評価するには，投資額をキャッシュ回収額で評価するこ
とが望まれている。投資額を利益のリターンで評価し，投資を失敗した事例は
多々ある。日本のＴ社は医療事業会社を売却し，アメリカのエネルギー事業会
社を買収したが，減損対象の子会社を含んでいた。Ｍ＆Ａの意思決定には相
手企業のキャッシュフロー計算書情報が不可欠である。そして，キャッシュフ
ローを生み出すものを測定し，予測の能力をたかめることである。
会計のネットワーク化は基本財務諸表作成のメインシステムと販売管理シス
テム等のサブシステムへと発展した。さらにオープン化しＰｏｓ（販売時点情
報管理）システムへと進化しカードや電子ウォレットでの決済までできるよ
うになってしまった。これも勘定系システムと呼ばれ，簿記構造を内蔵してい
る。
グループ会社の会計情報は情報基盤の上に個別と連結とを有機的に財務諸
表を作成し，グループ会社経営はイノベーションを引き起こすような組織結合
惹起する。グループ会社の各子会社のキャッシュフロー計算書と連結キャッ
シュフロー計算書はシナジー効果のある会社をグローバルに求めて結合し，ま
た貢献の小さな子会社を他社の求めに応じて売却し，グループ会社は速攻で有
効性のある会社へと変貌する。直接法のキャッシュフロー計算書はグループ会
社の利用により，社会の全体の生産性の最適化を支援するのである。
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